
学校いじめ防止基本方針 

 

 
 

 

 

 
 

 

 

令和５年６月 

      令和６年５月一部改訂 

益田市立益田小学校 

【いじめ対応で大切にしたい「危機管理のさしすせそ」】 

  さ 最悪の事態を想定して 

  し 慎重に 

  す 素早く行動 

  せ 誠意を持って 

  そ 組織で対応 
 



益田小学校 いじめ問題に対して取り組む「３つの柱」 
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いじめ防止対策推進法          学校いじめ防止基本方針 

島根県いじめ防止基本方針        学校経営の基本方針 

益田市いじめ防止基本方針        危機管理のさしすせそ 



いじめに対する基本認識 

（１） いじめの定義 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

いじめの態様には、以下のものなどが考えられる。 

          

 

 

（２）いじめ防止に対する基本的な認識 

 ・いじめは、どの子どもにも、どの学校でも起こりうる。 

 ・いじめの定義には、「力の差」「継続的」「深刻」等の要素は全く含まれない。 

 ・いじめはいじめられる側にも問題があるという見方は間違いである。 

 ・すべての児童に対して、いじめの未然防止の取組を行う。 

 ・すべての児童を、心の通う人間関係を構築できる社会性のある大人へと育てていく。 

 ・すべての児童に対して、「いじめは決して許されない」ことを繰り返し伝えていく。 

 ・すべての児童が安心できる、安全な生活空間、居場所としての学校作り、基本的自尊

感情を持つことができ充実感が感じられる学校生活作りをしなければならない。 

 ・すべての児童に対して、自分の存在と他人の存在を等しく認め、お互いの人格を尊重

し合い、困ったときに悩みを打ち明けられるような信頼できる人間関係を構築する能

力の素地を養っていく。 

 ・大人の振るまいが子どもに影響を与えることを自覚し、全ての教職員が、襟を正し、

子どもの手本となるような人権意識を高めていく努力をしなければならない。 

 ・いじめに対しては「未然防止」「早期発見」「早期解決」の３つの柱で取り組む。 

 

 

 

悪口を言う、あざける、落書き、物壊し、物かくし、集団での無視、陰口、避ける、

ぶつかる・小突く、命令・脅し、性的辱め、メール等による誹謗中傷、噂流し、から

かい、仲間はずれ、嫌がらせ、暴力、たかり、使い走り、けんか、等 

「いじめ」とは、児童等に対して、当該児童等が在籍する学校に在籍している等当該児
童等と一 定の人的関係(※１)にある他の児童等が行う心理的又は物理的な影響(※２)を
与える行為（インターネッ トを通じて行われるものを含む。）であって、当該行為の対
象となった児童等が心身の苦痛を感じているものをいう。 
※１「一定の人的関係」とは、学校の内外を問わず、同じ学校・学級や部活動の児童生

徒や、塾やスポーツクラブ等当該児童生徒が関わっている仲間や集団（グルー
プ）など、当該児童 生徒との何らかの人的関係を指す。  

※２「物理的な影響」とは、身体的な影響のほか、金品をたかられたり、隠されたり、
嫌なことを無理矢理させられたりすることなどを意味する。けんかやふざけ合い
であっても、見えない所で被害が発生している場合もあるため、背景にある事情
の調査を行い、児童生徒の感じる被害性に着目し、いじめに該当するか否かを判
断するものとする。 

         『いじめ防止対策推進法』 
 



１． いじめ「未然防止」への取組 

 

（１）豊かにかかわり合える学級集団の育成 

・親和的、支持的風土の学級づくり 

  ・自己有用感を育む学級づくり 

   →年３回、児童アンケートを実施し，実態を振り返る。 

  ・特別活動の充実 

→意見の違いや多様な考えを受け入れたうえで合意形成したり，自己決定したりで

きるようにする。 

 

（２）児童をしっかり見守り、情報共有の場を設ける 

  ・日頃から児童をよく観察し、サインやＳＯＳを見逃さない。 

 ・職員会で情報共有の時間を確保する。 

  ・年度当初に、教員全体で情報共有会を実施する。 

  ・ケース会を適宜実施する。 

 

 

（３）特に配慮が必要な児童への対応 

  ・特に配慮が必要な児童について、日常的に児童の様子を学校全体で把握し、その特

性や状況を踏まえた適切な支援や指導を行うとともに、保護者や家庭との連携、周

囲の児童に対する必要な指導を組織的に実施する。 

 

 

（４）道徳教育の充実 

  ・道徳科の授業で、いじめに関する授業を年間指導計画に位置づける。 

  ・人権・同和教育に関する取組を機会をとらえて行う。 

   

 

（５）家庭・地域との連携 

  ・ＰＴＡ総会、懇談等の機会を活かし、児童の課題を家庭と共有する。 

  ・学校運営協議会，つろうて子育て協議会、放課後児童クラブ、ボランティアハウ

ス、民生児童委員、学校評議員、通学の見守り隊等と情報交換や協議を行い連携を

図る。 

   

   



 ２． いじめ「早期発見」への取組 

（１）生活アンケートを実施する。（全校児童対象。年３回） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）全児童対象の教育相談を実施する。（全校児童対象。年３回。生活アンケートを基

にする） 

（３）「アセス（学校環境適応感尺度）」を実施する。（３年生以上対象。年２回実施） 

※「アセス（学校環境適応感尺度）」とは、「生活満足感」「学習的適応」「対人的適応」につ

いて、結果分析から個々の児童の集団適応状態を理解（アセスメント）するものです。ま

た、集団としてのクラスの全体的な適応状態をみることもできます。 

（４）スクールカウンセラー事業、スクールソーシャルワーカー事業を活用する。 

（５）以上の教育相談に係る年間計画（下表）を策定し全教員が見通しを持って取り組む 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月 随時

児
童
理
解
・
相
談
実
施

学
校
行
事
等

関
係
機
関
等

職
員
研
修
等

学校生活アセス

（１回目）

生活アンケート

（１回目）

教育相談

（担任）

児童情報共有会

（生徒指導・特別支援・

健康）

学校生活アセス

（２回目）

生活アンケート

（２回目）

教育相談

（担任）

生活アンケート

（３回目）

教育相談

（担任・希望教

個人懇談

（１回目）

個人懇談

（２回目）

個人懇談

（３回目）

民生児童委員と

の連絡協議会

アセス結果分析・

対応策検討Ⅰ

ＳＣ個別面談 ＳＣによる授業参観 ＳＣによる学習参加

アセス結果分析・

対応策検討Ⅱ

ケース会の開催

ＳＳＷとの連携・情

報交換

職員会での情報共

有

支援計画関連

児童懇談

ふれあい学級，心

のかけ橋，児童相

談所等との連携・

情報交換



生徒指導主任 

 

管理職 

３．いじめ「早期解決」への取組 ＝ 「組織」で対応する 

 

ａ．）平常時における問題発生時の校内体制 

 

 

 

 

 

 

 

    

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 
 

問題発生 

①調査実施 

・問題行動把握→生徒指導主任【集約担当】に報告 

・担任、学年部、生徒指導主任、他関係教員で事実関係を

聞き取り、記録する。（日時、場所、かかわっている児

童氏名、誰が、いつ、誰に、何を、どうした、どう感じ

た、怪我の有無、等） 

・調査したことをその日のうちに生徒指導主任【集約担

当】に報告する。 

・集約された情報を生徒指導主任は管理職に報告する。 

②方針決定 

・ 担任 

・ 学年主任 

・ 生徒指導主任 

・ 管理職 

・ その他の関係者 

・該当児童への対応方針 

・保護者への対応方針 

・担任への援助，協力方針 

・全校，学年，学級の児童への対応方針 

・「いじめ」か否かの判断に係る方針 

・いじめか否かは「組織」で判断する。 

・集約担当が、いじめの疑いのある案件については、問題行動

発生時に集まった情報を元に「組織」としての検討の必要性

を仮判断する。 

・緊急度が高くないものについては３日後、１週間後などの期

限を区切り、学級担任がその後の様子を集約担当に報告す

る。学級担任だけで解決できる案件ではないと集約担当が仮

判断をした場合は組織的対応に移行する。緊急度が高い場合

は速やかにいじめ対策協議会を開催し、校長が判断を下す。 

・調査結果からいじめ案件と判断した場合はｂへ 

③指導 

・ 担任 

・ 学年主任 

・ 生徒指導主任 

・ その他関係者 

④家庭連絡・訪問 

事実及び指導内容等を電話連

絡または訪問し伝える。（担任・

必要に応じて生徒指導主任） 

⑤記録をまとめる（生徒指導主任） 

学年主任・担任 

【最終報告】生徒指導主任→管理職 



 

ｂ．）いじめ発生時における校内体制 

【いじめ問題対策協議会】 

校長、教頭、生徒指導主任、学年主任、学級担任、学年部、養護教諭 

スクールカウンセラー（ＳＣ）、スクールソーシャルワーカー（ＳＳＷ）、等 

※①調査実施→②方針決定から、協議会の管理下で行う。 

報告      支援・連携              相談・通報      支援・連携 

      

      

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

益田市教育委員会 益田警察署 

③いじめに対する指導 

・ いじめられた児童にとって信頼できる人（親しい友人や教職員、家族、地域の方々

等）と一緒に寄り添い支える体制を作り、いじめから救い出し、徹底的に守り通す。 

・ いじめた児童には、いじめは人格を傷つける行為であることを理解させ、自らの行

為の責任を自覚させるとともに、不満やストレスがあってもいじめに向かわせない

力を育む。（ひどいいじめをした場合には警察に通報、補導、保護処分等での更正

を模索する） 

・ いじめを見ていた児童生徒に対しても、自分の問題として捉えさせるとともに、い

じめは絶対に許されない行為であるという自覚を持たせる。 

④保護者連絡 

・ つながりのある教職員を中心に、即日、関係児童生徒の家庭訪問を行い、事実関係

を伝えるとともに、今後の学校との連携方法について話し合う。 

⑤現時点での最終報告・記録 

【報告】主幹教諭→管理職 

【記録】主幹教諭 

⑥経過観察 

◆いじめに係る行為が止んでいるかどうか 

◆被害児童が心身の苦痛を感じていないかどうか 

いじめが解消されているかについては上の２点について継続的に経過観察を行

った上で判断する。ただし、これらの要件が満たされている場合であっても、必要

に応じ、他の事情も勘案して判断する。期間としては最低３ヶ月間、被害・加害児

童の様子を含め状況を注視し、期間が経過した段階でいじめが解消されているか否

かの判断を行う。行為が止んでいない場合は、改めて相当の期間を設定して状況を

注視する。 



 

ｃ．）重大事態発生時における校内体制 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

調
査
主
体
の
決
定 

重大事態の疑い(※) 関係機関への通報 市教育委員会への通報 

【いじめ問題対策協議会（学校や教育委員会が調査主体となった場合）】 

校長、教頭、主幹教諭、学年主任、学級担任、学年部、授業受け持ち教員、養護教諭、

人権・同和教育主任、児童生徒支援加配教員、ＳＣ、ＳＳＷ等 

児童相談所、教育委員会、弁護士、警察 OB等（教育委員会の判断の下） 

※第三者調査委員会を設けた調査を行う場合もある。 

※児童や保護者からいじめられて重大事態に至ったという申し立てが

あったときは、その時点で学校が『いじめの結果ではない』あるいは

『重大事態とはいえない』と考えたとしても、重大事態が発生したも

のとして報告・調査に当たります。 

①調査実施 

・＜基本姿勢＞対象児童からの聴取に関しては、徹底して守り通すことを教職員が言葉

と態度で示し、被害児童に寄り添うことを第一とする。いじめを行った児童について

はその行動の背景に目を向けるなど教育的配慮の下の指導を行う。事案発生後、詳細

な調査をするまでもなく調査主体等の不適切な対応により被害児童及び保護者を深

く傷つけた場合、速やかに当該対応の不備について説明し、謝罪等を行う。 

・重大事態が発生した場合、いじめの行為がいつ、誰から行われ、どのような様態であ

ったか、いじめを生んだ背景事情や児童の人間関係にどのような問題があったかなど

の事実関係を、可能な限り明確にする。 

・調査実施前に、被害児童・保護者に対して「調査の目的・目標」「調査主体（組織の

構成、人選）」「調査時期・期間」「調査事項」「調査方法」「調査結果の提供」につい

て、調査主体から説明を行う。また、同事項について加害児童及びその保護者に対し

ても説明を行う。 

・アンケート実施の際は、目的を知らせ、結果を被害児童及び保護者に提供する場合が

あることを予め調査対象者に知らせる。また、可能な限り速やかに実施する。また、

状況に応じて無記名で実施することもある。 

・アンケート調査や聞き取り調査の際は、被害児童やいじめに係る情報を提供してくれ

た児童を守ることを最優先とする。また、加害児童からもいじめの事実関係について

意見を聴取し、公平性・中立性を確保する。 

・調査記録は少なくとも５年間保存する。記録の廃棄については、被害児童及び保護者

に説明の上行う。被害児童及び保護者からの意見を踏まえ、保存期限を改めて設定す

ることもある。 

・調査中も、被害児童及び保護者に対して調査の進捗等の経過報告を行う。 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

②調査結果の説明・公表 

・調査主体は、被害児童及び保護者に対して、事前に説明した提供の指針に沿って適切

に調査結果の説明を行う。 

・加害児童側への情報提供に係る方針については、被害児童生徒及び保護者に確認した

後に実施する。 

・いじめの重大事態に関する調査結果の公表については、被害児童及び保護者に対して

公表の仕方及び公表内容を確認する。報道機関等の外部に公表する場合、他の児童又

は保護者に対して可能な限り事前に調査結果を報告する。報道機関等の外部に公表し

ない場合であっても、重大事態の調査結果について他の児童又は保護者に対して説明

を行うことを検討する。 

・調査主体は、被害児童及び保護者に説明した方針に沿って、加害児童及び保護者に対

していじめの事実関係について説明を行う。調査方法等のプロセスを含め、認定され

た事実を丁寧に伝え、加害児童が抱えている問題とその心に寄り添いながら、個別に

指導していじめの非に気付かせ、被害児童への謝罪の気持ちを醸成させる。 

③調査結果を踏まえた対応 

・被害児童に対して事情や心情を聴取し、当該児童の状況に応じた継続的なケアを行

い、被害児童が不登校となっている場合は学校生活への復帰に向けた支援や学習支援

を行う。その際、必要に応じてＳＣやＳＳＷ等の専門家を活用する。 

・調査結果においていじめが認定されている場合は、加害児童に対して個別に指導を行

い、いじめの非に気付かせ、被害児童への謝罪の気持ちを醸成させる。加害児童に指

導を行う場合は、その保護者に協力を依頼しながら行う。また、いじめの行為につい

て加害児童に対する懲戒の検討も適切に行う。 

★補記【重大事態】とは 

・いじめにより児童生徒の生命、心身又は財産に重大な被害が生じた疑いがある事態 

・いじめにより児童生徒が相当の期間学校を欠席することを余儀なくされている疑い

がある事態 

（「いじめ防止対策推進法第２８条第１項」） 


